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「2019～ 2020食品流通実勢マップ」の見方

 ●本書の「地区」区分について（全国 10地区）

 

◆民力、流通、消費関係の各全国データを掲載。
◆各都道府県のデータは、「地域編」をご覧下さい。

総 合 編
◆ 47都道府県別データ

地 域 編

 ■本書の「民力」および「国土形成計画」については、「国土形成計画」（国土交通省）に基づき解説されています。詳しくは総合編「全国民力」の項をご覧下さい。
■本書の「地方生活圏」区分については、「地方生活圏の概要」項をご覧下さい。
■本書の主な出典物・参考資料および凡例については、「主な資料の出典先と凡例」をご覧下さい。

地　区 都道府県名

 北海道 北海道

 東　北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、
新潟県

 関　東 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県

 中　部 長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

 北　陸 富山県、石川県、福井県

地　区 都道府県名

 近　畿  滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和
歌山県

  中　国  鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

 四　国  徳島県、香川県、愛媛県、高知県

  九　州  福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県

  沖　縄  沖縄県

 主な資料の出典先と凡例
 ● 総合編

1．民力
 （1）国土交通省「国土形成計画（全国計画）」
 （2） 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世

帯数調査」
 （3）総務省統計局「家計調査年報」
 （4）総務省統計局「消費者物価指数年報　平成 30年」
 （5）国土交通省「平成 31年地価公示」

2．商社
 （1）財務省「有価証券報告書総覧」

3．卸売業
 （1）日本銀行調査統計局「国内企業物価指数」
 （2）財務省「有価証券報告書総覧」
 
4．百貨店
 （1）財務省「有価証券報告書総覧」
 （2）ストアーズ社「百貨店調査年鑑　2018 年度版」
 （3）日本百貨店協会ホームページ
 （4）日本百貨店協会「日本百貨店協会統計年報」
 （5）経済産業省「平成 26年　商業統計」

5．スーパー
 （1）日本チェーンストア協会「チェーンストア販売統計年報」
 （2）経済産業省「商業販売統計月報」
 （3）日本百貨店協会ホームページ
 （4）経済産業省「平成 26年　商業統計」

 （5）総務省・経済産業省「平成 24年経済センサス－活動調査」
 （6）財務省「有価証券報告書総覧」
 （7）日本チェーンストア協会「チェーンストア販売統計」
 （8）日本チェーンストア協会「チェーンストア販売統計年表」
 （9）日本生活協同組合連合会まとめ
 （10）シジシージャパンホームページ
 （11）セルコグループホームページ

6．ＣＶＳ
 （1）経済産業省「平成 28年　経済センサス - 活動調査」
 （2）財務省「有価証券報告書総覧」

7．ドラッグストア
 （1）JACDS
 （2）財務省「有価証券報告書総覧」

8．外食
 （1）総務省統計局「家計調査年報」
 （2）（公財）食の安全・安心財団
 （3）（一社）日本フードサービス協会
 （4）財務省「有価証券報告書総覧」
 （5）（一社）日本フードサービス協会「ジェフ年鑑　2019」

9．中食
 （1）総務省統計局「家計調査年報」
 （2）経済産業省「工業統計表（品目編）」
 （3）（一社）日本惣菜協会「惣菜白書」
 （4）経済産業省「平成 28年　経済センサス - 活動調査」
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 卸売業
 １．主として次の業務を行う事業所をいう。
 ⑴ 小売業又は他の卸売業に商品を販売するもの。
 ⑵ 建設業、製造業、運輸業、飲食店、宿泊業、病院、学校、官公庁等の産業用
使用者に商品を大量又は多額に販売するもの。

 ⑶ 主として業務用に使用される商品｛事務用機械及び家具、病院、美容院、レ
ストラン、ホテルなどの設備、産業用機械（農業用器具を除く）など｝を
販売するもの。

 ⑷ 製造業の会社が別の場所に経営している自己製品の卸売事業所（主として統
括的管理的事務を行っている事業所を除く）

 ⑸ 他の事業所のために商品の売買の代理行為を行い、又は仲立人として商品の
売買のあっせんをするもの。

 ２．事業所の業態による分類
 卸売業に含まれる事業所の主な業態は次のとおりである。
 ⑴ 卸売業（卸売商、産業用大口配給業、卸売を主とする商事会社、買継商、仲
買人、農産物集荷業、製造業の会社の販売事務所、貿易商など）

 ⑵ 製造問屋（自らは製造を行わないで、自己の所有に属する原材料を下請工場
などに支給して製品をつくらせ、これを自己の名称で卸売するもの）（注１）

 ⑶ 代理商、仲立業（エイジェント、ブローカー、コミッションマーチャント）
 代理商、仲立業は主として手数料を得て他の事業所のために商品の売買の代
理又は仲立を行うものである。このような事業所は商品の所有権を持たず、ま
た、価格の設定、商品の保管、輸送などの業務を一般に行わないものである。

 3. 業務の種類による分類
 各種商品卸売業、繊維・衣服等卸売業、飲食料品卸売業、建築材料、鉱物・
金属材料等卸売業、機械器具卸売業、その他の卸売業（代理商、仲立業を除く）
は、販売される主要商品によって業種別に分類される。

小売業
 １．主として次の業務を行う事業所をいう。
 ⑴ 個人用又は家庭用消費のために商品を販売するもの
 ⑵ 建設業、農林水産業（法人組織）、製造業、運輸業、飲食店、宿泊業、病院、
学校、官公庁等の産業用使用者に少量又は少額に商品を販売するもの

 普通その取り扱う主要商品によって分類される場合と、洋品雑貨店、小間
物店、荒物店などのように通常の呼称によって分類される場合とがある。

 ２．次に掲げるものは小売業として分類されるので注意しなければならない。
 ⑴ 商品を販売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所は卸売業、小売業に分類
される。

  なお、修理を専業としている事業所はサービス業（他に分類されないもの）
に分類される。修理のために部分品などを取替えても販売とはみなさない。

 ⑵ 製造小売業
 製造した商品をその場所で個人又は家庭用消費者に販売するいわゆる製造
小売業（菓子屋、パン屋などにこの例が多い）は製造業とせず、小売業に
分類される。

 なお、製品を製造する事業所が店舗を持たず通信販売により小売している
場合は、製造業に分類される。

 ⑶ ガソリンスタンドは小売業に分類される。
 ⑷ 行商、旅商、露天商など
 これらは一定の事業所を持たないもの、また、恒久的な事業所を持たない
ものが多いが、その業務の性格上小売業に分類される。

 ⑸ 官公庁、会社、工場、団体、劇場、遊園地などの中にある売店で当該事業所
の経営に係るものはその事業所に含めるが、その売店が当該事業所以外の
ものによって経営される場合には別の独立した事業所として小売業に分類
される。

百貨店、総合スーパー
 衣、食、住にわたる各種の商品を小売する事業所で、その事業所の性格上
いずれが主たる販売商品であるかが判別できない事業所であって、従業者
が常時 50人以上のものをいう。ただし、従業者が常時 50人以上であって
も衣、食、住にわたらない事業所は主たる販売商品によって分類する。

 ○百貨店・デパートメントストア（従業者が常時50人以上のもの）：総合スーパー
（従業者が常時 50人以上のもの）

コンビニエンスストア（飲食料品を中心とするものに限る）
 　主として飲食料品を中心とした各種最寄り品をセルフサービス方式で小売す
る事業所で、店舗規模が小さく、終日又は長時間営業を行う事業所をいう。
ドラッグストア
 　主として医薬品、化粧品を中心とした健康及び美容に関する各種の商品を中
心として、家庭用品、加工食品などの最寄り品をセルフサービス方式によって
小売する事業所をいう。
飲食サービス業
 　飲食サービス業とは、主として客の注文に応じ調理した飲食料品、その他の
食料品又は飲料をその場所で飲食させる事業所並びに、客の注文に応じ調理し
た飲食料品をその場所で提供又は客の求める場所に届ける事業所及び客の求め
る場所において、調理した飲食料品を提供する事業所をいう。

 　なお、ここでいう調理とは、形状・性質を変える加熱、切断、調整（成型・味付）
をいい、単に再加熱するだけのものは含まない。

 　また、百貨店、遊園地などの一区画を占めて飲食サービス業が営まれている
場合、それが独立の事業所であれば飲食サービス業に含まれる。
料理品小売業
 　主として各種の料理品（折詰料理、そう菜など）を小売する事業所をいう。
 　ただし、客の注文によって調理をし提供（持ち帰り又は配達）する事業所は、
持ち帰り・配達飲食サービス業に分類される。
 ○そう（惣）菜屋：折詰小売業：揚物小売業：駅弁売店：調理パン小売業（サ
ンドイッチ、ハンバーガーなど他から仕入れたもの又は作り置きのもの）：
おにぎり小売業：すし小売業（他から仕入れたもの又は作り置きのもの）：
煮豆小売業：ハンバーガー店（他から仕入れたもの又は作り置きのもの）：
持ち帰り弁当屋（他から仕入れたもの又は作り置きのもの）：ピザ小売業（他
から仕入れたもの又は作り置きのもの）

 ×すし店（客の注文によって調理するもの）：ハンバーガー店（客の注文によっ
て調理するもの）：持ち帰り弁当屋（客の注文によって調理するもの）：ピ
ザ小売業（客の注文によって調理するもの）：仕出し料理・弁当屋：ケータ
リングサービス：給食センター

出典：総務省「日本標準産業分類（平成 25年 10月改定）」
注　： １．製造小売に対して製造卸という言葉が一般に使用されているが，こ

れは製造業者の卸売をいうのであるから，ここでいう仕入卸とは厳格に
区分されなければならない。

● 産業分類の定義 卸売業
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